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＜可決された意見書＞ 

米軍基地関係者による犯罪の再発防止を求める意見書 

４月下旬から行方不明となっていた沖縄県うるま市の女性が、５月１９日、遺体で発見され、嘉手

納基地で働く軍属が逮捕された。 

残忍な犯行によって尊い命と、未来を奪われた被害者とご遺族の無念は計り知れず、沖縄県民にと

どまらず国民全体に大きな衝撃を与えた。 

また６月４日には、沖縄県嘉手納町で米兵が飲酒のうえ重大事故を起こしている。これは基地外飲

酒禁止命令が出ている中での行為であり、言語道断と言わざるを得ない。 

本県においても、平成１８年及び平成２０年に横須賀市において米軍人による殺人事件が発生して

おり、本市をはじめ基地所在自治体が、米軍基地関係者による犯罪の再発防止に向け繰り返し対策を

求めてきたにもかかわらず、再びこのような事件が発生したことは、極めて遺憾であり、強く抗議し

なければならない。 

米軍関係者の様々な犯罪・事件は、我が国の安全保障体制に対する信頼をも失墜させかねず、再発

防止策を推進することは最優先  課題である。また、こうした事件が度々発生する背景には、日米地

位協定の問題があるとの指摘も踏まえる必要がある。 

よって政府・国会は、日米地位協定について、その改定も含め目に見える改善を着実に進めつつ、

あるべき姿を具体的に追求していくとともに、米軍関係者による犯罪の再発防止に向け、あらゆる手

立てを尽くし、実効性ある対策を講じるよう、強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰＶワクチン）接種後の症状発症者に対する救済支援を求める

意見書 

子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰＶワクチン）については、予防接種法に基づかない任意接種の段階

においても定期接種と同じように勧奨され、接種者にワクチンとの因果関係が否定できない持続的な

疼痛等の重篤な副反応の症例報告が全国的に相次ぎ、現在に至っている。 

こうした中、国においては、予防接種後に生じた症状の診療に係る協力医療機関の選定・公表や子

宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業による健康被害の救済範囲を拡大する等の取り組みが進められ

ているところである。しかし、医療機関を受診しても病状を理解してもらえず精神的負担を感じる場

合があることや、特に任意接種においては救済制度の申請手続きが煩雑で、多くの時間と労力を要す

など、依然として症状発症者にとって厳しい現状となっている。 

また、重篤な症状を発症している子どもたちは学習の機会を奪われ、進学することも就職すること

も困難な状況となっており、不安は生涯にわたるものとなっている。 

よって本市議会は、国会及び政府におかれて、次の事項について実現するよう要望するものである。 

１ 健康被害救済の手続きの簡略化、及び迅速な審査。 

２ 医療における厚生労働省職員や医師、患者による対策検討会の設置と、県や国との連携した医

療機関の充実。 

３ 国による恒久的支援の構築や既存の社会福祉サービス利用のための認定。（難病や特定疾患、障

害者手帳の認定など） 

４ 個々のニーズに応じた教育機関の対応や就労の支援。 

５ 医師や教員、行政職員への研修、勉強会の実施。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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神奈川県最低賃金改定等に関する意見書 

政府は平成２７年１１月２６日の一億総活躍国民会議において、一億総活躍社会の実現に向けて緊

急に実施すべき対策をまとめた。 

とりわけ、ＧＤＰ６００兆円の強い経済の実現に向けた当面の緊急対策の中では、最低賃金・賃金

引上げを通じた消費の喚起として、「最低賃金について、年率３％程度を目途として、名目ＧＤＰの成

長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均が１, ０００円となることを目指す。

このような最低賃金の引上げに向けて、中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援や、取

引条件の改善等を図る」としている。 

本年、春闘は底上げ・格差是正をキーワードとして、３年連続での２％台の賃上げがなされた。ま

た、特徴としては、中小企業における引き上げ額が大手企業の水準を超えるケースや、物価上昇率が

ゼロに近い中でも月例賃金の引き上げがなされたことがあげられ、社会的な課題に対する賃金の引き

上げの流れが芽生えつつある。 

このような中、神奈川県最低賃金は９０５円で、この額を年収換算すると約１８９万円余りとなり、

未だに低い水準であるため、経済の好循環を確かなものにするには、ＧＤＰの６０％を占める個人消

費の拡大に向け、賃金の引き上げを、全労働者に適用される最低賃金にも波及させることが必要であ

る。 

その実現に向けては、中小企業・小規模事業者への支援策の実効性を高めることが求められ、また、

公正な取引関係の確立に向け、為替変動や資材高騰などに伴うコスト増や消費税の円滑かつ適正な価

格転嫁を阻害する行為への適切な指導、監視体制の強化を図ることが求められている。 

よって本市議会は、国会及び政府並びに関係機関におかれて、次の事項について実現するよう要望

するものである。 

１ 経済の好循環の実現のため、早期に神奈川県最低賃金の諮問・改定を行うこと。 

２ 最低賃金引き上げに伴う中小企業・小規模事業者への支援を強化すること。 

（１）国として実施している各施策における神奈川県での活用実績等、取り組み成果の見える化を 

図り、実効性を高めること。 

（２）公正な取引関係の確立に向け、為替変動・資材高騰・物価上昇などに伴うコスト増や消費税 

の円滑かつ適正な価格転嫁を阻害する行為への適切な指導、監視体制の強化を図ること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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